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Ⅰ.平成２１年９月期決算概要
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（注） 1． 20/9期の損益計算書においては、一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額の合計での取崩超額を特別利益に計上したが、比較のた
め分解して表示している。従って20/9期実績は会計上の損益計算書とは一部一致しない。

2．連結粗利益 =（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）
3．（▲）は損失項目

（紀陽ホールディングス連結）

紀陽ホールディングス連結決算の概要紀陽ホールディングス連結決算の概要

・有価証券関係損益が改善したことから､２１年９月期は経常利益３９億円を計上。
・繰延税金資産の取崩が当初見込を上回ったため､中間純利益はほぼ前年同期並となった。

・有価証券関係損益が改善したことから､２１年９月期は経常利益３９億円を計上。
・繰延税金資産の取崩が当初見込を上回ったため､中間純利益はほぼ前年同期並となった。

＋30399経常利益

前年同期比

うち減損損失（▲）

うち償却債権取立益 ③

うち個別貸倒引当金純繰入額（▲）

うち貸出金償却（▲）

その他業務利益

役務取引等利益

資金利益

▲32124中間純利益

＋3120▲11法人税等調整額（▲）

▲303

▲2810

＋275特別損益

▲4▲23▲19株式関係損益

▲81220

▲182038

▲323769不良債権処理額（▲） ②

＋4311▲32一般貸倒引当金繰入額（▲） ①

＋6205199営業経費（▲）

＋7020▲50

▲133548

▲11256267

＋47312265連結粗利益

21/9期
実績

20/9期
実績（注１）

＋154126与信コスト総額（▲） ①＋②－③

（億円）
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紀陽銀行の業績概要紀陽銀行の業績概要

・コア業務純益は、前年同期比２１億円減少し９２億円となった。
・国債等債券関係損益が前年同期比大幅に改善し、経常利益は４７億円となった。
・中間純利益はほぼ前年同期並の２９億円となった。

・コア業務純益は、前年同期比２１億円減少し９２億円となった。
・国債等債券関係損益が前年同期比大幅に改善し、経常利益は４７億円となった。
・中間純利益はほぼ前年同期並の２９億円となった。

注２． （▲）は損失項目

▲303うち減損損失（▲）

▲4▲23▲19株式関係損益

▲2192113コア業務純益

＋26▲50▲76臨時損益

＋304717経常利益

前年同期比

うち償却債権取立益 ③

その他臨時損益

不良債権処理額（▲） ②

その他業務利益

役務取引等利益

資金利益

▲22931中間純利益

＋3323▲10法人税等調整額（▲）

▲167

＋363特別損益

＋231

▲302959

＋39794業務純益

＋399▲30一般貸倒引当金繰入額（▲） ①

＋2185183経費（▲）

＋6915▲54

▲142135

▲10255265

＋45292247業務粗利益

21/9期
実績

20/9期
実績（注１）

＋113221与信コスト総額（▲） ①＋②－③

（億円）

前期に減損処理（有税）した
有価証券について、価格が
上昇した為に一部売却した
こと等から、繰延税金資産の
取崩は当初見込より多くなっ
た。

【資金利益増減要因】 （億円）

＋９
▲１

＋１０

＋６５４

▲０．０６

平残

利回り
預金等

▲２市場短期運用・外貨調達減少等その他

▲７
▲５

▲２

▲６７９

▲０．０６

平残

利回り
有価証券

▲１0

損益

＋１２

▲２２

＋１，０８５

▲０．１９

平残

利回り
貸出金

影響前年同期比要因

注１． 20/9期の損益計算書においては、一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額の合計での取崩超額を特別利益に
計上したが、比較のため分解して表示している。従って20/9期実績は会計上の損益計算書とは一部一致しない。
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業績予想業績予想

＋2820197173業務純益

株式関係損益 ＋56▲54▲23▲110

＋96▲111▲50▲207臨時損益

29

6

47

92

9

185

15

21

255

292

21/9期
実績

22/3期
予想

73

13

90

195

16

364

25

44

511

581

＋4429当期（中間）純利益

＋310特別損益

＋124▲34経常利益

▲29224コア業務純益

＋65▲49一般貸倒引当金繰入額（▲）

経費（▲）

前期比

＋5359

＋127▲102その他業務利益

▲1357役務取引等利益

▲17528資金利益

＋98483業務粗利益

21/3
実績※紀陽銀行 （単体）

21

39

427

21/9期
実績

22/3期
予想

56

74

865

＋4214当期（中間）純利益

＋159▲85経常利益

▲12877経常収益

前期比

21/3期
実績

（億円）

紀陽ホールディングス （連結）

前期比

22/3期
予想

▲17

0

▲13

▲14

▲3

▲3

▲26

▲31

511

12

90

102

2

128

483

614

その他利息

その他利息 5

貸出金利息

528資金利益

12

103預金等利息

116資金調達費用

131有価証券利息配当金

509

645資産運用収益

21/3期
実績

紀陽銀行（単体）

（億円）

紀陽ホールディングスの年間配当金は前期と同額を予定。

22年3月期 配当予想

普通株式 1株あたり年間 ３円

紀陽ホールディングスの年間配当金は前期と同額を予定。

22年3月期 配当予想

普通株式 1株あたり年間 ３円

＜資金利益の内訳＞

（億円）

・紀陽銀行単体当期純利益は７３億円、紀陽ホールディングス連結当期純利益は５６億円（前期比＋４２億円）を見込む。
・保有株式の含み損について、今期中に大部分を処理することを予定し、業績予想にも織り込んだ。

・紀陽銀行単体当期純利益は７３億円、紀陽ホールディングス連結当期純利益は５６億円（前期比＋４２億円）を見込む。
・保有株式の含み損について、今期中に大部分を処理することを予定し、業績予想にも織り込んだ。

（※） 21/3期の損益計算書においては、一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金
繰入額の合計での取崩超額を特別利益に計上したが、比較のため分解して表示
している。従って21/3期実績は会計上の損益計算書とは一部一致しない。



5

紀陽銀行の業績紀陽銀行の業績 ～～役務取引等利益役務取引等利益～～

84
67

134

250

347

214

164

100

0

100

200

300

400

500

20/上 20/下 21/上 21/下見込

（億円） 個人年金保険等

投資信託等

▲ 21

▲ 44

▲ 22

▲ 45

17
5

5

9

5

14

67

34

66

33

8
25

-60

-30

0

30

60

90

120

(億円)

役務取引等利益の推移

役務取引等
費用

役務取引等
費用

個人年金保険
等関連手数料

個人年金保険
等関連手数料

投資信託関連
手数料

投資信託関連
手数料

431

投資信託・個人年金保険等販売高（半期あたり）

20/9期 21/3期 21/9期

役務取引
等収益

役務取引
等収益

22/3期(予想)

35

・変額年金保険商品の減少等から、個人年金保険の販売額は大幅に減少。役務取引等収益は前年同期比１３億円の減少。
・下期は投資信託の販売回復を見込んでおり、前年下期と同等の役務取引等利益を確保する見込み。

・変額年金保険商品の減少等から、個人年金保険の販売額は大幅に減少。役務取引等収益は前年同期比１３億円の減少。
・下期は投資信託の販売回復を見込んでおり、前年下期と同等の役務取引等利益を確保する見込み。

350

298
281

57

21

役務取引等利益役務取引等利益

44
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経費・ＯＨＲの推移

19 20 21

170 164 165

174 175 178

61.6%

74.4%

62.5%

0

100

200

300

400

500

20/3期 21/3期 22/3期（予想）

（億円）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

人件費
物件費
税金
ＯＨＲ

82

90

185

21/9期
前年同期比

＋1

＋1

＋2

内 人件費

81内 物件費

89

183合 計

20/9期

人員 （パート除く）

経費の推移

（億円）

359

ＯＨＲ

期末職員数 2,280

21/3末
前年同期比

21/9末

＋932,4542,361

20/9末

・経費は通期３６４億円を見込んでおり、ほぼ計画どおり。
・体制の強化に向けて積極的な新卒採用を継続することで人員数は増加しているが、経費の増加は抑制されている。

・経費は通期３６４億円を見込んでおり、ほぼ計画どおり。
・体制の強化に向けて積極的な新卒採用を継続することで人員数は増加しているが、経費の増加は抑制されている。

紀陽銀行の業績紀陽銀行の業績 ～～経費の状況経費の状況～～

364

（人）

364

(   ) 内は業務粗利益

（590）

（483）

（581）

▲22

前年

対比

225201223定期新卒採用

22年度

見込
21年度20年度

（各年度４月入行、人）
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紀陽銀行の業績紀陽銀行の業績 ～～与信費用の状況与信費用の状況～～

110
92

107

63

95 103

57
79

0.47%

0.25%

0.33%

0.47%

-50

0

50

100

150

200

(億円)

与信費用（一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額）

不良債権処理額

与信費用比率＝(一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額)/貸出金平残

与信費用の状況

5

26

61

92

10

103

20/3期
実績

15

(注)
11

80

107

(注)
▲49

57

21/3期
実績

1

55

53

110

▲14

95

19/3期
実績

22/3期
予想

債権売却損等

個別貸倒引当金純繰入額

貸出金償却

不良債権処理額 ②

一般貸倒引当金繰入額 ① 16

63

79与信費用 ①＋②

54

41

654376与信コスト総額 ①＋②－③

14 1426償却債権取立益 ③

実績と予想

（億円）

20/3期 21/3期 22/3期(予想)
(注) 21/3期の損益計算書においては、一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当

金繰入額は、合計して取崩超となるため、特別利益として貸倒引当金戻入益
を計上している。

通期の与信コスト総額は当初計画を下回り６５億円の予想。前期に多額の一般貸倒引当金取崩が生じたため、前期を
上回るものの、不良債権処理額は過去３期と比べて大幅に減少する見込み。
通期の与信コスト総額は当初計画を下回り６５億円の予想。前期に多額の一般貸倒引当金取崩が生じたため、前期を
上回るものの、不良債権処理額は過去３期と比べて大幅に減少する見込み。

※19/3期は二行合算

19/3期
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業績予想～第２次中期経営計画との対比～業績予想～第２次中期経営計画との対比～

・預貸金利鞘の縮小等からコア業務純益は計画を下回るが、実質業務純益ベースでは計画水準を確保する見込み。

・持合株式の含み損は、当初２年間で段階的に処理する計画としていたが、今期前倒しで処理予定。

・預貸金利鞘の縮小等からコア業務純益は計画を下回るが、実質業務純益ベースでは計画水準を確保する見込み。

・持合株式の含み損は、当初２年間で段階的に処理する計画としていたが、今期前倒しで処理予定。

計画比業績予想当初計画

24/3期

当初計画

23/3期

当初計画

22/3期21/3期

実績

80

▲27

81

99

364

5

217

207

217

43

▲110

29

▲72

359

－

123

224

123

65

▲54

73

90

364

16

217

195

201

0▲20▲27株式関係損益

14695▲8当期純利益

167116▲9経常利益

（一般貸倒引当金（▲））

（実質業務純益）

（コア業務純益）

7075▲15与信コスト総額（▲）

3783770経費（▲）

5511

2422170

242217▲12

237212▲16業務純益

（億円）紀陽銀行の収益計画

計画比業績予想当初計画

24/3期

当初計画

23/3期

当初計画

22/3期21/3期

実績

62

81

14

▲85

56

74 15099▲7経常利益

12473▲6当期純利益

紀陽ホールディングス（連結）の収益計画 （億円）

22/3期、23/3期の2期で段階的に持合
株式の含み損処理を進める想定で、
約50億円の株式関係損失を計画値に
織込済。

与信費用は計画の想定よりも抑制でき
ている。

貸出金利回の低下などからコア業務
純益は計画を下回る水準に留まるが、
長期金利低下を背景に債券関係の利
益確定売りにより売却益を計上し、実
質業務純益は当初計画並の水準とな
る見込。
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Ⅱ.中期経営計画の進捗状況詳細
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第２次中期経営計画第２次中期経営計画における計数計画における計数計画

3.96 %

74.42%

0.65%  

224億円

1,145億円

8,116億円

23,856億円

32,140億円

21/3期実績

不良債権比率健全性

ＯＨＲ（注2）効率性

コア業務純益ROA（注1）
収益性

コア業務純益

投資信託残高（末残）

（内 ローン残高）

貸出金残高（末残）

預金等残高（譲渡性預金含む）（末残）

規模

目標項目

銀

行

単

体

8.16%

10.96%

14億円

21/3期実績

当期純利益

健全性
Ｔｉｅｒ１比率

自己資本比率

収益性

目標項目
Ｈ
Ｄ

連

結

▲14%程度の改善

3% 台

＋0.01% 以上

＋16億円 以上

＋500億円 以上

＋1,100億円 以上

＋2,100億円 以上

＋2,300億円 以上

第２次中期経営計画
期間中の目標
（21/4～24/3）

8% 以上

11% 以上

＋100億円 以上

第２次中期経営計画
期間中の目標
（21/4～24/3）

8% 以上

11% 以上

120億円 以上

24/3期
計画

3% 台

60%台前半

0.66% 以上

240億円 以上

1,650億円 以上

9,300億円 以上

26,000億円 以上

34,500億円 以上

24/3期

計画

（注1）コア業務純益ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産期中平均残高（年率ベース）

（注2）ＯＨＲ＝経費÷業務粗利益

3.71%

63.38%

0.52%

半期 92億円

1,384億円

8,333億円

23,764億円

32,686億円

21/9期

実績

8.28%

11.08%

半期 21億円

21/9期
実績
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 法人貸出先数増加 101先（16..2％）

 貸出金純増額（事業性） 19億円（3.9％）

 住宅ローン実行額 126億円（12.6%）

21年9月期までの進捗21年9月期までの進捗

※（ ）内は進捗率５,４３７１,７８９１０21年９月

５,３３７１,５２０１０21年３月

＋１００＋２６９０増減

貸出金残高預金残高店舗数

大
阪
市
周
辺

大
阪
市
周
辺

堺･

大
阪
府
南
部

堺･

大
阪
府
南
部

和
歌
山
県
内

和
歌
山
県
内

和歌山県

大阪府

大阪市

堺市

和歌山市

エリア別各エリア別各目標目標項目項目の進捗の進捗状況状況

※単位：億円

※その他奈良２、東京１、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店あり（店舗数には出張所含む）

５,９８６６,２１３２６21年９月

＋５４＋１６００増減

５,９３２

貸出金残高

６,０５３２６21年３月

預金残高店舗数

１０,１９４２３,３８５６９21年９月

１０,４８８２２,８２５６９21年３月

▲２９４

貸出金残高

＋５６００増減

預金残高店舗数

第２次中計期間目標値（３ヵ年累計）第２次中計期間目標値（３ヵ年累計）

 個人預金純増額 1,300億円

 住宅ローン実行額 800億円

県内営業基盤の更なる強化

 法人貸出先数（残高５百万円以上）増加 380先

 貸出金純増額 700億円

 預金純増額 1,000億円

 住宅ローン実行額 1,000億円

更なるシェア向上

安定拡大

 法人貸出先数（残高５百万円以上）増加 620先

 貸出金純増額（事業性）480億円（大阪支店除く）

 住宅ローン実行額 1,000億円

 法人貸出先数増加 91先（23.9%）

 貸出金純増額 54億円（7.7%）

 預金純増額 160億円（16.0%）

 住宅ローン実行額 189億円（18.9%）

 個人預金純増額 202億円（15.5%）

 住宅ローン実行額 167億円（20.8%）
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預金者別残高 （譲渡性預金を含む） 預金等地区別残高 （譲渡性預金を含む）

24,429 24,364 24,483 24,786

5,775 5,869 5,665 6,325

2,216 1,852 1,991
1,574

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

20/3末 20/9末 21/3末 21/9末

（億円）

32,421 32,140 32,686
公金等公金等

法人法人

個人個人

※公金等は、地方公共団体、地方公社、その他独立行政法人、金融機関等

23,611 23,358 23,501 23,764

8,049 7,964 7,844 8,143

761 763 793 778

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

20/3末 20/9末 21/3末 21/9末

（億円）

奈良・東京等

2.3%

奈良・東京等

2.3%

大阪

24.9%

大阪

24.9%

和歌山

72.7%

和歌山

72.7%

32,421 32,140 32,686

預金の状況預金の状況

32,086
32,086

個人預金、法人預金共に増加し、公金預金等の減少分を補ってなお前年同期比６００億円の増加となり、順調なスタート
を切った。地域別にみても、和歌山県内・大阪府内ともに増加した。
個人預金、法人預金共に増加し、公金預金等の減少分を補ってなお前年同期比６００億円の増加となり、順調なスタート
を切った。地域別にみても、和歌山県内・大阪府内ともに増加した。
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貸出先別残高推移

貸出金の状況貸出金の状況

※公共関連は、地方公共団体、地方公社、その他独立行政法人等

２１年９月末の貸出金残高は前期末比微減。公共貸出が季節要因で減少したことに加え、前期に緊急保証制度実施による貸出
が急増した反動から事業性貸出が減少。ただし、事業性貸出と消費者ローンの合計額ベースではわずかながら増加した。

２１年９月末の貸出金残高は前期末比微減。公共貸出が季節要因で減少したことに加え、前期に緊急保証制度実施による貸出
が急増した反動から事業性貸出が減少。ただし、事業性貸出と消費者ローンの合計額ベースではわずかながら増加した。

12,455 12,712 12,969 12,825

7,340 7,690
8,116 8,333

2,929 2,577
2,770 2,605

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/3末 20/9末 21/3末 21/9末

（億円）

22,725
公共関連公共関連

消費者ローン消費者ローン

事業性事業性

23,856 23,764
22,980

10,496 10,215 10,488 10,194

5,444 5,646 5,932 5,986

4,792 5,042
5,337 5,437

1,992 2,075
2,098 2,146

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/3末 20/9末 21/3末 21/9末

（億円）

22,725 22,980
23,856 23,764

地域別貸出金残高推移

大阪南部
25.1%

大阪南部
25.1%

奈良・東京等
9.0%

奈良・東京等
9.0%

大阪北部
22.8%

大阪北部
22.8%

和歌山
42.8%

和歌山
42.8%
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3,029 3,118 3,144

2,634 2,760 2,821

1,861
2,043 2,153

164

194
214

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

20/9末 21/3末 21/9末

(億円)
和歌山県 大阪府南部 大阪府北部 その他

消費者ローン消費者ローンの状況の状況

エリア別消費者ローン残高と構成比 住宅ローン貸出先数・延滞率（３ヶ月以上延滞）

7,690

24%

住宅ローンは収益性に留意しながら推進しており、残高の伸びは鈍化しているが、依然増加基調。また、延滞率についても顕著な
上昇は見られず、安定して推移している。

住宅ローンは収益性に留意しながら推進しており、残高の伸びは鈍化しているが、依然増加基調。また、延滞率についても顕著な
上昇は見られず、安定して推移している。

2%

34%

39%

8,116
8,333

25%

2%

34%

38%

25%

2%

34%

38%

44,885

46,446

48,240
48,997

0.40

0.44
0.42

0.43

40,000

45,000

50,000

55,000

20/3末 20/9末 21/3末 21/9末

(件）

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

(％）

前年同期比

182

1.9%

21/9末

01.9%1.9%１回以上延滞率

152

20/9末

142

21/3末

＋30期中条件変更件数

住宅ローン条件変更取扱件数等
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2.26
2.21

2.05

0.32 0.280.30

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

20/3期 21/3期 21/9期

（%）

貸出金利回り

預金等利回り

近隣地銀・第二地銀のうち、公表資料から指標が把握
可能な金融機関を抽出

預貸金利鞘

1.111.111.13

預貸金利鞘
紀陽銀行

C行

F行

D行

（％）

経費率

貸出金利回り

B行

0.650.780.82

（％）

預貸金利鞘預貸金利鞘

1.22%

0.38%

20/3期

1.31%

0.41%

21/3期

1.38%有価証券利回り

0.34%総資金利鞘

21/9期(国内業務）

預貸金利鞘（国内業務）の推移 近隣地銀の預貸金利鞘の状況（国内業務）

２０年度中の２度の政策金利引下げの影響で、預貸金利鞘は縮小しているが、依然として他行比高水準を維持している。２０年度中の２度の政策金利引下げの影響で、預貸金利鞘は縮小しているが、依然として他行比高水準を維持している。

A行

E行

H行

G行
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不良債権の状況不良債権の状況

352 332 316 291

787

632
559

517

194

214

84
87

6.19%

3.71%

5.09%

3.96%

0

500

1,000

1,500

2,000

19/3末 20/3末 21/3末 21/9末

（億円）

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

金融再生法開示債権は、前期末比６５億円減少の８９６億円となり、当初計画を上回るペースでの減少となった。

計画期間中、緩やかなペースでの減少を想定しており、下期はわずかな減少を見込む。

金融再生法開示債権は、前期末比６５億円減少の８９６億円となり、当初計画を上回るペースでの減少となった。

計画期間中、緩やかなペースでの減少を想定しており、下期はわずかな減少を見込む。

1,335

金融再生法開示債権

961

開示債権の増減要因 （金融再生法ベース）

金融再生法開示債権比率

1,179

896

破産更生等債権破産更生等債権

要管理債権要管理債権

危険債権危険債権

890896961不良債権額

▲65

115

59

22

24

219

154

21/9期

実績

▲218

212

228

33

1

472

254

21/3期

実績

▲71増減

回収他

ランクアップ

部分直接償却

売却

315減少

244新規発生等増加

22/3期

通期見込（億円）
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コールセンター機能の拡充ダイレクトチャネル

住宅ローンセンター人員を地元エリアへ傾斜配分（大阪北部の効率化）

本部ＦＡ渉外

ピクシス営業室（大阪担当）

法人新規開拓室

本部営業体制

法人部門営業担当者

個人部門営業担当者

営業店融資担当者

店舗新設（数店舗）を含め、店舗網の見直しを実施

営業店体制

２１年９月末進捗状況第２次中期経営計画期間中の増員計画等

合計６０名程度増員計画

６０名程度増員計画

５名増員計画

５名程度増員計画

８名増員計画

３０名増員

営業体制の営業体制の再構築の進捗状況再構築の進捗状況

法人分野へ先行して配置変え
個人分野▲８名

法人分野＋８名

段階的に増員＋６名

＋２８名(完了)

２３年４月までに増員予定

大阪北部１拠点廃止
地元エリアに借換ﾁｰﾑ2ﾁｰﾑ配置

２３年４月までに増員予定

増員配置については、２３年４月の配置完了に向けて段階的に実施。特に事業性貸出の伸び悩みを踏まえて、大阪府南部を中心
に法人営業担当者、法人新規開拓室担当者の増員配置を前倒しで実施した。

増員配置については、２３年４月の配置完了に向けて段階的に実施。特に事業性貸出の伸び悩みを踏まえて、大阪府南部を中心
に法人営業担当者、法人新規開拓室担当者の増員配置を前倒しで実施した。

検討段階

１拠点増設、人員も＋１２名
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大阪府内法人営業担当者の増強

41 41

75 83

10
7

9

0

50

100

150

200

21/4月 21/10月 24/3末計画

(人)
和歌山県内店他 大阪府内店

堺新規開拓室（新設） 大阪新規開拓室

123人

160～200人で
検討中

営業営業体制の体制の強化強化

143人

事業性貸出が伸び悩む状況を踏まえ、23年4月を目処として

きた増員配置を、法人分野で前倒し実施。10月に大阪府南

部中心に営業店法人担当・法人新規開拓室合計20名増。

事業性貸出が伸び悩む状況を踏まえ、23年4月を目処として

きた増員配置を、法人分野で前倒し実施。10月に大阪府南

部中心に営業店法人担当・法人新規開拓室合計20名増。

コールセンターのアウトバウンドコール体制強化（２１年８月）

+20人

+20人以上

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ
取扱件数
３２千ｺｰﾙ

ｺｰﾙ席
２４席

ｺｰﾙｾﾝﾀｰｺｰﾙｾﾝﾀｰ

（（体制強化体制強化））

約150千ｺｰﾙ(半期）

ｺｰﾙ席50席

体制強化後、年金口座保有先へのコールを推進し、定期預

金獲得額は月間5億円前後から20億円以上に増加。金融円

滑化対応フリーダイヤルとしての活用や、住宅ローン顧客に

対するアフターフォローコール等、段階的に機能拡充。

体制強化後、年金口座保有先へのコールを推進し、定期預

金獲得額は月間5億円前後から20億円以上に増加。金融円

滑化対応フリーダイヤルとしての活用や、住宅ローン顧客に

対するアフターフォローコール等、段階的に機能拡充。

参考：年金振込口座数の推移

148145142139

111109107105

0

50

100

150

20/3 20/9 21/3 21/9

(千口座)
県外含む当行全体
和歌山県内

和歌山県内の公的年金受給総額は３，５１３億円

（厚生労働省の公表資料による平成１９年度分）

当行の年金振込口座シェアは約４９％と推計
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有価証券利息配当金収益（外貨調達ｺｽﾄ控除後）と利回り推移

362

61
120

771

70

305

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3期 27/4以降

(億円)

海外金融機関債券償還年度別残高

24年度までの
累積償還額
1,146億円

※ 平成21年9月末時点

有価証券の状況有価証券の状況

77 67

32

26 42

17

9
19

11

1.381.39
1.25

1.38

▲ 20

0

20

40

60

80

100

120

140

160

20/3期 21/3期 21/9期 22/3期(予想)

(億円)

▲ 0.20

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

(%)
国内円貨債券 ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債 株式・投信他 利回り

海外金融機関債

合計 1,688億円

113
125

5,215

586 566 519
248 212 245

5,5775,260

2,6202,4952,607

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

20/9末 21/3末 21/9末

（億円） 国内円貨債 ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債 株式 投資信託等

評価損益推移（その他有価証券）

(注） ・上表の変動利付国債評価差額は15年変動国債を、その他有価証券から満期保有目的の債券に変更した際
の時価と取得原価との差額

・評価損益率は非上場株式等時価評価していないものを除く

合計
8,700

合計
8,488

合計
8,961

有価証券残高の推移

▲ 163

▲ 67 ▲ 61
▲ 37

72 68

21

▲ 53
▲ 73

▲ 237

▲ 99

▲ 110 ▲ 45
▲ 65

▲ 389

▲ 92

▲ 367

▲ 450

▲ 400

▲ 350

▲ 300

▲ 250

▲ 200

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

20/9末 21/3末 21/9末

（億円）

国内円貨債

ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債

株式

投資信託等

変動利付国債評価差額（注）

有価証券合計

(▲4.31%)
(▲12.07%)

(▲6.27%)

(▲1.55%) (▲28.49%)

(▲20.65%)

(▲11.04%)

(▲7.26%)

(▲26.22%)
(▲9.28%)

(▲15.33%)

(▲4.74%)

(▲1.60%)

(▲1.36%)

( )内の数値は評価損益率：評価損益÷取得原価

(うち1,861) (うち1,790) (うち1,688)

( )内は海外金融機関債残高

(0.57%)

128

61

欧米の
国債購入

（取得原価ﾍﾞｰｽ）
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171

390

454

562
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18/3末 21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末

(億円）

公的資金返済に向けた態勢整備公的資金返済に向けた態勢整備

・第２次中期経営計画を達成することで、当期純利益１４０億円（銀行単体）を安定的に確保できる体制を確立。

・平成２５年３月期までには海外金融機関債の大部分が償還を迎える予定であり、その他有価証券評価差額金（※）が

縮小すれば公的資金完済が視野に入る。 （※２１年９月期末 銀行単体▲７９億円、ＨＤ連結▲７３億円）

・第２次中期経営計画を達成することで、当期純利益１４０億円（銀行単体）を安定的に確保できる体制を確立。

・平成２５年３月期までには海外金融機関債の大部分が償還を迎える予定であり、その他有価証券評価差額金（※）が

縮小すれば公的資金完済が視野に入る。 （※２１年９月期末 銀行単体▲７９億円、ＨＤ連結▲７３億円）

紀陽銀行＋紀陽ホールディングスでの返済原資蓄積状況（利益処分後）

第 ２ 次 中 期 経 営 計 画 期 間第 ２ 次 中 期 経 営 計 画 期 間

見込み見込み

銀行単体当期純利益140億円以上の確保を目指す

平成20年3月期に生じた紀陽ホールディングス優先株式等の
親子間売買にかかる差額50億円（持株会社に留保）含む

171億円＋315億円（公的資金相当額）＝486億円

24/3末には公的資金相当額を超える蓄積額となる計画

486億円
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Ⅲ.参考資料
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プロフィールプロフィール

資 本 金 ５８３億５，０００万円

株式会社 紀陽ホールディングス株式会社 紀陽ホールディングス

代 表 者 代表取締役社長 片山 博臣

本 店 所 在 地 和歌山県和歌山市本町１丁目３５番地

設 立 明治２８年５月２日

８００億９，６７５万円

従 業 員 数 （平成２１年９月末） ２，４５４名 （出向者・嘱託行員を含む・パート除く）

１０８ヵ店 （和歌山県内６９ヵ店、大阪府内３６ヵ店、奈良県内２ヵ店、東京都内１ヵ店）

インターネット支店除く

主 要 勘 定 等

（ 平 成 ２ １ 年 ９ 月 末 ）

預金等残高 （譲渡性預金含む） ３兆 ２，６８６億円

貸出金残高 ２兆 ３，７６４億円

（内、消費者ローン残高） (８，３３３億円）

投資有価証券残高 ８，８００億円

株式会社 紀陽銀行株式会社 紀陽銀行

代 表 者 代表取締役頭取 片山 博臣

店 舗 数 （平成２１年９月末）

資 本 金

設 立 平成１８年２月１日

本 店 所 在 地 和歌山県和歌山市本町１丁目３５番地
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紀陽フィナンシャルグループ各社紀陽フィナンシャルグループ各社

阪和信用保証株式会社
（信用保証業務）

紀陽リース・キャピタル株式会社
（リース事業・ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ・セミナー事業）

株式会社 紀陽カード
（クレジットカード業務・JCB/VISA）

紀陽ビジネスサービス株式会社
（事務代行等）

株式会社 紀陽カードディーシー
（クレジットカード業務・DC・UFJﾆｺｽ）

株式会社 紀陽銀行
（銀行業）

株
式
会
社

紀
陽
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

（
銀
行
持
株
会
社
）

【会社概要】

・所在地 和歌山県和歌山市中之島2240番地

・設 立 昭和60年2月1日

・資本金 8,000万円

・代表者 代表取締役社長 花田 通夫

・従業員 292名（平成21年9月末）

（内、システムエンジニア 200名以上）

・株 主 ㈱紀陽ホールディングス・日本ユニシス㈱

・平成21年9月期 業績

総売上高 1,805百万円

受託先内訳 外部一般顧客 約 8億円 (43%)

紀陽銀行 約 7億円 (42%)

地方公共団体 約 2億円 (14%)

経常利益 200百万円

中間純利益 114百万円

紀陽情報システム株式会社
（システム・ソフトウェア開発）

紀陽フィナンシャルグループの概要紀陽フィナンシャルグループの概要
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営業エリア営業エリア ～店舗網～～店舗網～

中紀地区
11店舗

中紀地区
11店舗

※和歌山県内 69店舗

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ1ヶ所

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ2ヶ所

和歌山市内
26店舗

和歌山市内
26店舗

※大阪府内 36店舗

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ9ヶ所

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ2ヶ所

※奈良県内 2店舗

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ1ヶ所

※東京都内 1店舗

紀南地区
6店舗

紀南地区
6店舗

泉州地区

16店舗

泉州地区

16店舗

堺地区

10店舗

堺地区

10店舗

南紀白浜空港

関西国際空港

奈良県内
2店舗

奈良県内
2店舗

紀北地区
15店舗

紀北地区
15店舗

田辺地区
11店舗

田辺地区
11店舗

（２１年11月末現在）

(堺､高石､泉大津等)

(岸和田､貝塚､泉佐野等)

大阪府

和歌山県

奈良県

兵庫県

京都府
滋賀県

三重県

◎和歌山市

出店時期 支店名
S25.6    深日支店(泉州地域）
S30.1 大阪支店(大阪北地区)
S39.7    堺支店(堺地区)
S40.6 住吉支店(大阪北地区)
S42.8 泉北支店(堺地区)
S45.6 平野支店(大阪北地区)
S46.7 東大阪支店(大阪北地区)
S47.6    岸和田支店(泉州地区)
S47.11 鴻池新田支店(大阪北地区)
S47.12 泉ヶ丘支店(堺地区)
S49.7    尾崎支店(泉州地区)
S49.9    鳳支店(堺地区)
S50.3    東貝塚支店(泉州地区)
S51.4    熊取支店(泉州地区)
S51.5    和泉寺田支店(泉州地区)
S51.11 久米田支店(泉州地区)
S51.11 鶴原支店(泉州地区)
S52.7 箱作支店(泉州地区)
S53.11   深井支店(堺地区)
S54.9    羽倉崎支店(泉州地区)
S54.12 水間支店(泉州地区)
S56.7    河内長野支店(泉州地区)
S56.8    中もず支店(堺地区)
S60.10 泉南支店(泉州地区)
H 2.4 東岸和田支店(泉州地区)
H 3.11 八尾南支店(大阪北地区)
H 3.12 北花田支店(堺地区)
H 4.3 和泉中央支店(泉州地区)
H 4.10 日根野支店(泉州地区)
H 5.6 狭山支店(堺地区)
H18.10 大阪中央支店(大阪北地区)
H19.5 泉大津支店(堺地区)
H20.1 大阪東支店(大阪北地区)
H20.2 大阪北支店(大阪北地区)
H20.9    新大阪支店(大阪北地区）
H20.11 北野田支店(堺地区)

大阪府の出店の状況大阪府の出店の状況
大阪北地区

10店舗

大阪北地区

10店舗
(大阪市内､東大阪・八尾)
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南紀白浜空港

関西国際空港

１９年１１月阪和自動車道が南紀田辺

まで開通。大阪から約１時間半。ＥＴＣ

割引の効果もあり、高野山、白浜、熊野

本宮では、今夏の観光客数は天候不

順・不況に関わらず前年並を保った。

堺市周辺堺市周辺

泉州地域泉州地域

三洋電機が貝塚市の工場で太陽電池の生産能力
を増強。２２年度までに百数十億円の投資を計画。

シャープの液晶パネル新工場が10月に稼動。関連企業

を含めた投資総額は１兆円に上る。また、太陽電池工場

の建設も決定しており、１０年間で１０兆円の投資効果を

見込む推計もある。関電や大阪ガス、その他関連企業を

含め、環境先進型コンビナートの建設が進む。

大阪市、東大阪市
・八尾市周辺

大阪市、東大阪市
・八尾市周辺

和歌山市周辺和歌山市周辺

松下電池工業が和歌山

工場でリチウム電池の

一貫生産体制を整備。

住友金属工業和歌山製鉄所の新第１

高炉が７月に稼働。総額約１，６００億

円をかけた一連の設備投資が完了。

また、平成２４年の新第２高炉稼働に

向け、９００億円の追加投資が見込ま

れている。

「和歌山県紀中・紀南地域の基本計画」

昨年9月に企業立地促進法にもとづく国の同意を得た。

対象区域内の４市１６町１村において、平成２５年度まで
の間に、新規企業立地２９件、製造製品出荷額７５億円
増加、新規雇用６０９名の成果目標を策定。

「紀ノ川企業集積ベルト地帯構想」

企業集積の促進を図るために策定された「和歌山県

紀ノ川流域地域基本計画」が見直され、当初の集積

区域４市１町に１市３町を加えることで、平成２４年度

までに新規企業立地１０７件、製品出荷額１，０８６億

円、新規雇用２，５３９名とする成果目標に変更。

【和歌山県への企業進出】
平成２０年度は県外から８社（和歌山市内３
社、紀ノ川流域３社、紀中・紀南地域２社）
の進出が決定。

平成２１年度は県外から４社（紀ノ川流域２
社、紀中・紀南地域２社）の進出決定。
（２１年１１月末現在）

和歌山市において阪和自動車道、和

歌山北インターチェンジ（仮称）が来年

完成する予定に合わせ隣接地に企業

誘致用地を確保し、本年４月より募集

開始（関空まで３０分圏内）

堺市に隣接する大阪市住之江区でパナソニッ

クがリチウムイオン電池の新工場を建設。総投

資額約１，０００億円。

営業エリア営業エリア ～経済トピックス～～経済トピックス～

高野山

熊野本宮大社

白浜温泉
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不良債権の不良債権の保全保全状況状況等等

債務者区分遷移表 （残高ベース）
（億円）

90.7%

61.3%

90.5%

100.0%

保全率

896

87

517

291

与信額

149

16

111

21

引当

60

0

39

20

その他

184

28

86

69

不動産担保

83418663金融再生法開示債権合計

33937要管理債権

49230357危険債権

－178269
破産更生債権及び
これらに準ずる債権

優良担保
優良保証

未保全額担保･保証等

金融再生法開示債権の保全状況 （21年9月末現在）
（億円）

※優良担保：預金・有価証券等。
※優良保証：政府、信用保証協会､金融機関、上場有配会社等による保証。

24,127

46

204

478

111

2,849

20,437

計

702205171273,20719,98324,248合計

420003090破綻先

12002000225実質破綻先

7104113430559破綻懸念先

00195140123要管理先

11779142,5851513,018要注意先

71221456019,83020,229正常先

破綻先実質破綻先破綻懸念先要管理先要注意先正常先総与信債務者区分

２１年９月末総与信２１年３月末

740271910329560－ＤＯＷＮ

220－02361152ＵＰ

※21年9月末の債務者が21年3月末でいずれの債務者区分に属していたかによる遷移。
※新規先（21年3月末に与信残高のない先）は期初正常先に含めている。
※部分直接償却後。
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連結自己資本連結自己資本比率比率の状況の状況

紀陽ホールディングス連結

7.76%

10.65%

16,748

484

1,299

1,784

20/3末

8.16%

10.96%

17,706

498

1,445

1,940

21/3末

8.28%

11.08%

17,810

499

1,475

1,974

21/9末

＋0.12

＋0.08

＋104

＋1

＋30

＋34

21/3末比

自己資本額

Ｔｉｅｒ１比率

自己資本比率

リスクアセット

うち Ｔｉｅｒ２

うち Ｔｉｅｒ１

紀陽ホールディングス連結

(億円)

紀陽銀行単体

＜平成２１年９月末＞

■ 自己資本比率 10.57%

■ Ｔｉｅｒ１比率 7.74%

紀陽銀行単体

＜平成２１年９月末＞

■ 自己資本比率 10.57%

■ Ｔｉｅｒ１比率 7.74%

1,784 1,940 1,974

1,299 1,445 1,475

10.65%

7.76%
8.16% 8.28%

10.96% 11.08%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

20/3末 21/3末 21/9末

（億円）

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%自己資本比率

Tier1比率

Tier1

自己資本額
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統合リスク管理統合リスク管理

21年下期の資本配賦の状況

(億円)

Tier2
501億円

Tier1
1,371億円

21/9末自己資本

1,872億円

未配賦資本
298億円

配賦資本
994億円

信用リスク
240億円

ｵﾍﾟﾘｽｸ 94億円

市場リスク
660億円

信用リスク

221億円

ｵﾍﾟﾘｽｸ 93億円

未使用枠
242億円

配賦資本

994億円

21年下期
ﾘｽｸ資本配賦

994億円

21/9末リスク量 752億円

未配賦資本 298億円

未使用資本 242億円

0

500

1,000

1,500

6ヵ月3ヵ月3ヵ月12ヶ月保有期間

バーゼルⅡ

基礎的手法

99％信頼水準

政策株株式・債券等預貸金
オペリスク

市場リスク
信用リスク

＜リスク計量方法＞ ※流動性預金の平均残存期間は内部モデルを採用

ｱｳﾄﾗｲﾔｰ比率（21年9月末）

当局基準 15.5%

内部ﾓﾃﾞﾙ 6.7%

市場リスク
438億円

79億円 その他有価証券評価差額 79億円 79億円

2,000

21年9月末現在
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本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、
不確実性を内包するものです。将来の業績は経営環境の変化等に伴い異なる可能性があることにご留意願います。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社 紀陽ホールディングス グループ企画部 ＩＲ担当
株式会社 紀陽銀行 経営企画部 ＩＲ担当

〒640-8656 和歌山市本町1丁目35番地 TEL 073-426-7114


